
別紙様式第21号

平成 27年12月21日

一般社団法人 投資信託協会

会 長 白川 真 殿

ＳＢＩアセットマネジメント株式会社

代表取締役社長 西川 卓男

正会員の財務状況等に関する届出書

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第1項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

１．委託会社等の概況

① 資本金の額(平成27年11月30日現在)

(ⅰ) 資本金の額

委託会社の資本金の額は金4億20万円です。

(ⅱ) 発行する株式の総数

委託会社の発行する株式の総数は14万6,400株です。

(ⅲ) 発行済株式の総数

委託会社がこれまでに発行した株式の総数は3万6,600株です。

(iv) 最近 5年間における主な資本金の額の増減

該当事項はありません。

② 委託会社の機構

(ⅰ) 委託会社の業務運営の組織体系は以下の通りです。

経営の意思決定機関として取締役会をおきます。取締役会は、委託会社の業務執行の基本方

針を決定し、取締役の職務を監督します。代表取締役である社長は、委託会社を代表し、全般

の業務執行について指揮統括します。取締役は、委嘱された業務の執行にあたり、また、社長

に事故有るときにその職務を代行します。委託会社の一切の活動における法令遵守に関して管

理監督する機関としてコンプライアンス委員会をおきます。コンプライアンス委員会は、取締



役会に直属し、委託会社が法律上・規制上の一切の要件と社内の方針とを遵守するという目的

に関し、法律により許可されているすべての権限を行使することができます。監査役は、委託

会社の会計監査及び業務監査を行います。

(ⅱ) 投資運用の意思決定機構

ア）市場環境分析・企業分析

ファンドマネジャー、アナリストによる市場環境、業種、個別企業などの調査・分析及び

基本投資戦略の協議・策定を行います。

イ）投資基本方針の策定

運用本部長のもとで開催される「運用会議」において、市場動向・投資行動・市場見通し・

投資方針等を策定します。

ウ）運用基本方針の決定

「運用会議」の策定内容を踏まえ、常勤役員、運用本部長、運用部長及び運用部マネジャ

ーをもって構成される「投資戦略委員会」において運用の基本方針が決定されます。

エ）投資銘柄の策定、ポートフォリオの構築

ファンドマネジャーは、この運用の基本方針に沿って、各ファンドの運用計画書を策定し、

運用本部長の承認後、売買の指図を行います。ただし、未公開株及び組合への投資を行う

場合は、それぞれ「未公開株投資委員会」、「組合投資委員会」での承認後、売買の指図等

を行います。

オ）パフォーマンス分析、リスク分析・評価

ファンドのリスク特性分析、パフォーマンスの要因分析の報告及び監視を行い、運用方針

の確認・見直しを行います。

２．事業の内容及び営業の概況

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投

資信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投

資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

現在、委託会社が運用を行っている投資信託（マザーファンドは除きます）は以下の通りです。

(平成 27年11月30日現在)

ファンドの種類 本 数 純資産総額(百万円)

追加型株式投資信託 38 164,869

単位型株式投資信託 5 21,595



３．委託会社等の経理状況

（１）財務諸表の作成方法について

委託会社である SBI アセットマネジメント株式会社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」(昭和 38年大蔵省令第 59号。以下、「財務諸表等規則」という。)、

ならびに同規則第 2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19年 8月

6 日内閣府令第 52号）により作成しております。

また、当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和 52年大蔵省令第 38号）並びに同規則第 38条及び第 57条の規定により、「金融商品取引業等

に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）に基づき作成されております。

なお、財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（２） 監査証明について

当社は、金融商品取引法第 193条の 2第 1項の規定に基づき、第 29期事業年度（自 平成 26

年 4月 1日 至 平成 27年 3月 31日）の財務諸表について、及び第 30期事業年度の中間会計期

間（自 平成 27年 4月 1日 至 平成 27年 9月 30日）の中間財務諸表について、優成監査法人

により監査を受けております。



（１）【貸借対照表】

区分
注記
番号

第28期 第29期

(平成26年3月31日現在) (平成27年3月31日現在)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ．流動資産

  預金 466,990 664,366

  前払費用 2,256 2,725

  未収委託者報酬 189,317 231,804

  未収運用受託報酬 8,934 7,007

  未収投資顧問料 *2 9,680 6,513

  繰延税金資産 1,461 5,112

  その他 6,250 8,740

  流動資産合計 684,891 81.2 926,271 85.5

Ⅱ．固定資産

  有形固定資産

   器具備品 *1 521 2,849

リース資産 *1 1,882 1,255

  有形固定資産合計 2,404 0.3 4,103 0.4

  無形固定資産

   電話加入権 67 67

ソフトウェア 643 3,499

   商標権 1,301 1,217

  無形固定資産合計 2,011 0.2 4,783 0.4

  投資その他の資産

   関係会社株式 127,776 127,776

   長期差入保証金 *2 26,819 20,822

  投資その他の資産合計 154,595 18.3 148,598 13.7

  固定資産合計 159,011 18.8 157,486 14.5

資産合計 843,902 100.0 1,083,757 100.0



区分
注記
番号

第28期 第29期

(平成26年3月31日現在) (平成27年3月31日現在)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ．流動負債

  預り金 642 627

  未払金 105,812 144,339

  (未払手数料) (88,074) (118,719)

  未払法人税等 30,344 66,503

  未払消費税等 7,984 21,882

  リース債務 657 685

  流動負債合計 145,441 17.2 234,038 21.6

Ⅱ．固定負債

  リース債務 1,400 714

  固定負債合計 1,400 0.2 714 0.1

負債合計 146,842 17.4 234,753 21.7

(純資産の部)

Ⅰ．株主資本

１ 資本金 400,200 47.4 400,200 36.9

２ 利益剰余金

   利益準備金 30,012 30,012

   その他利益剰余金 266,847 418,792

    繰越利益剰余金 266,847 418,792

   利益剰余金合計 296,859 35.2 448,804 41.4

   株主資本合計 697,059 82.6 849,004 78.3

純資産合計 697,059 82.6 849,004 78.3

負債・純資産合計 843,902 100.0 1,083,757 100.0



（２）【損益計算書】

区分
注記
番号

第28期 第29期

自  平成25年4月1日
至 平成26年3月31日

自  平成26年4月1日
至 平成27年3月31日

内訳
金額

（千円）
百分比
(％)

内訳
金額

（千円）
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益
   委託者報酬 954,989 1,343,658

   運用受託報酬 29,903 41,494
   投資顧問料 42,026 1,026,919 100.0 27,569 1,412,722 100.0

Ⅱ 営業費用
   支払手数料 533,240 837,387
   広告宣伝費 1,546 1,537

   調査費 22,204 24,235
   (調査費)    (22,204)   (24,235)

   委託計算費 68,595 72,482
   営業雑経費 17,508 20,912
   (通信費) (1,021)     (863)

   (印刷費) (14,150) (17,747)
   (協会費)   (1,615) (1,723)
   (諸会費) (454) (472)

   (その他営業雑経費) (266) 643,096 62.6 (105) 956,555 67.7
Ⅲ 一般管理費

   給料 131,402 145,255
   (役員報酬) (15,083) (17,000)

   (給料・手当) (116,318) (128,255)
   交際費 90 35
   旅費交通費 3,863 3,820

   福利厚生費 15,921 18,435
   租税公課 1,833 2,744
   不動産賃借料 22,283 21,048

   消耗品費 3,640 2,025
   事務委託費 9,963 10,643
   退職給付費用 5,623 6,879

   固定資産減価償却費 1,334 1,617
   諸経費 6,194 202,150 19.7 7,064 219,569 15.5

営業利益 181,673 17.7 236,597 16.7
Ⅳ 営業外収益

   受取利息 49 188
      投資有価証券売却益 ― 678
   雑収入 221 271 0.0 24 890 0.1

Ⅴ 営業外費用
   支払利息 100 73

為替差損 1 4
   投資有価証券売却損 ― 726

   雑損失 0 102 0.0
17.7

18 823 0.1
経常利益 181,842 236,664

Ⅵ 特別利益
投資有価証券償還益 15,240 15,240 1.5 ― ― 0.0

Ⅶ 特別損失
   投資有価証券売却損 9 9 0.0 ― ― 0.0

税引前当期純利益 197,073 19.2 236,664 16.8
法人税、住民税及び事業税 49,873 4.9 88,371 6.3

  法人税等調整額 2,463 0.2 △3,651 △0.3

当期純利益 144,736 14.1 151,944 10.8



（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成 25年 4月 1日 至 平成 26年 3月 31日）        （単位：千円）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産

合計
資本金

利益剰余金

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等

合計
利益準

備金

その他

利益剰余金
利益

剰余金

合計
繰越利益剰

余金

当期首残高 400,200 30,012 122,111 152,123 552,323 12,631 12,631 564,954

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益 ― 144,736 144,736 144,736 144,736

株主資本以外

の項目の当期の

変動額（純額）

△12,631 △12,631 △12,631

当期変動額合計 ― 144,736 144,736 144,736 △12,631 △12,631 132,104

当期末残高 400,200 30,012 266,847 296,859 697,059 ― ― 697,059



当事業年度（自 平成 26年 4月 1日 至 平成 27年 3月 31日）         （単位：千円）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産

合計
資本金

利益剰余金

株主資本

合計

その他

有価証券

評 価 差 額

金

評価・換算

差額等

合計
利益準

備金

その他

利益剰余金
利益

剰余金

合計
繰越利益剰

余金

当期首残高 400,200 30,012 266,847 296,859 697,059 ― ― 697,059

当期変動額

剰余金の配当 0 0

当期純利益 ― 151,944 151,944 151,944 151,944

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

― ―

当期変動額合計 ― 151,944 151,944 151,944 ― ― 151,944

当期末残高 400,200 30,012 418,792 448,804 849,004 ― ― 849,004

重要な会計方針

１.有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式

移動平均法に基づく原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２.固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。なお主な耐用年数は、器具備品５-15年であります。

② 無形固定資産

定額法によっております。自社利用のソフトウエアについては社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によっております。



③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

注記事項

(貸借対照表関係)

第28期
(平成26年３月31日現在)

第29期
(平成27年３月31日現在)

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりで

あります。

器具備品 5,177千円

リース資産 1,255千円

合計 6,432千円

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりで

あります。

器具備品 5,312千円

リース資産 1,882千円

合計 7,195千円

＊２ 関係会社に対する資産及び負債

未収投資顧問料 9,680千円

長期差入保証金 26,765千円

＊２ 関係会社に対する資産及び負債

未収投資顧問料 6,513千円

長期差入保証金 20,768千円

(損益計算書関係)

該当事項はありません。

(株主資本等変動計算書関係)

第 28期(自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 36,600 ― ― 36,600

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。



第29期（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 36,600 ― ― 36,600

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

    該当事項はありません。

(リース取引関係)

第 28期（自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月31日）

１.ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

本社における複写機（器具備品）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

２.オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。

第 29期（自 平成 26年４月１日 至 平成 27年３月31日）

１.ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

本社における複写機（器具備品）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

２.オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。



(金融商品関係)

第 28期(自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は資金運用については短期的な預金等に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収投資顧問料は、顧客の信用リ

スクに晒されております。投資有価証券は、投資信託であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

営業債務である未払手数料は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、経理規程に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成 26年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません（(注２)を参照ください。）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 預金 466,990 466,990 ―

(2) 未収委託者報酬 189,317 189,317 ―

(3) 未収運用受託報酬 8,934 8,934 ―

(4) 未収投資顧問料 9,680 9,680 ―

資産計 674,921 674,921 ―

(1) 未払金 105,812 105,812 ―

(2) リース債務 2,058 2,058 ―

負債計 107,871 107,871 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬及び(4)未収投資顧問料

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

負債



(1)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(2)リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規の同様の借入又は、リース取引を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 127,776

(2) 長期差入保証金 26,819

(1) 子会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、時価開示の対象とはしておりません。

(2) 長期差入保証金については、期限の定めが無いため、将来キャッシュ・フローの算定が困難

であることから、時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内

預金 466,990

未収委託者報酬 189,317

未収運用受託報酬 8,934

未収投資顧問料 9,680

合計 674,921

（注４）リース債務の決算日後の返済予定額

１年以内

(千円）

１年超２年以内

(千円）

２年超３年以内

(千円）

３年超４年以内

(千円）

４年超５年以内

（千円）

５年超

(千円)

リース債務 657 685 714 ― ― ―

第 29期（自 平成 26年４月１日 至 平成 27年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は資金運用については短期的な預金等に限定しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収投資顧問料は、顧客の信用リ



スクに晒されております。投資有価証券は投資信託であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。

営業債務である未払手数料は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については経理規程に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成 27年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません（(注２)を参照ください。）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 預金 664,366 664,366 ―

(2) 未収委託者報酬 231,804 231,804 ―

(3) 未収運用受託報酬 7,007 7,007 ―

(4) 未収投資顧問料 6,513 6,513 ―

資産計 1,083,757 1,083,757 ―

(1) 未払金 144,339 144,339 ―

(2) リース債務 1,400 1,400 ―

負債計 234,753 234,753 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬及び(4)未収投資顧問料

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

負債

(1)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(2)リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規の同様の借入又は、リース取引を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。



（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 127,776

(2) 長期差入保証金 20,822

(1) 子会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、時価開示の対象とはしておりません。

(2) 長期差入保証金については、期限の定めが無いため、将来キャッシュ・フローの算定が困難

であることから、時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内

預金 664,366

未収委託者報酬 231,804

未収運用受託報酬 7,007

未収投資顧問料 6,513

合計 909,692

（注４）リース債務の決算日後の返済予定額

１年以内

(千円）

１年超２年以内

(千円）

２年超３年以内

(千円）

３年超４年以内

(千円）

４年超５年以内

（千円）

５年超

(千円)

リース債務 685 714 ― ― ― ―

(有価証券関係)

第 28期(平成26年３月31日現在)

１．その他有価証券

該当事項はありません。

第 29期(平成27年３月31日現在)

１．その他有価証券

該当事項はありません。      

(デリバティブ取引関係)

第 28期(自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。



第 29期(自 平成 26年４月１日 至 平成 27年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

(退職給付関係)

第28期
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

第29期
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

１．採用している退職給付制度の概要

   当社は、平成14年７月に退職一時金制度から確定拠

出年金制度に移行するとともに、平成15年２月より総

合設立型の厚生年金基金に加入しております。

１．採用している退職給付制度の概要

  当社は、平成14年７月に退職一時金制度から確定拠出

年金制度に移行するとともに、平成15年２月より総合設

立型の厚生年金基金に加入しておりましたが、平成27年

２月18日に基金の代議員会において基金脱退の承認をう

け、平成27年３月31日に同基金より任意脱退いたしまし

た。これにともなう当事業年度における脱退一時金等の

支払コストは軽微なものであります。

２．退職給付債務に関する事項

   確定拠出年金制度への移行により、従来の退職給付

引当金残高は全額取り崩しております。

２．退職給付債務に関する事項

  同左

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用等(注１) 2,937千円

退職給付費用計 2,937千円

その他(注２) 2,685千円

合計 5,623千円

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用等(注１) 4,315千円

退職給付費用計 4,315千円

その他(注２) 2,564千円

合計 6,879千円

(注１) 総合設立型厚生年金基金に対する拠出額

2,937千円は勤務費用に含めております。

(注２) 「その他」は確定拠出年金に対する掛金支払

額であります。

(注１) 総合設立型厚生年金基金に対する拠出額

4,315千円は勤務費用に含めております。

(注２) 「その他」は確定拠出年金に対する掛金支払

額であります。

４．厚生年金基金の年金資産の額

   当社は複数事業主制度による総合設立型の厚生年

金基金(関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金)に加入

しております。同年金基金に関する事項は次の通りで

あります。なお、関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金

は平成17年10月に東京都小型コンピュータソフトウ

ェア産業厚生年金基金から名称変更しております。

(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成25年３月31

日現在）

①年金資産 222,956,639千円

②年金財政計算上の

給付債務 206,135,147千円

③差引額 16,821,492千円

(2) 制度全体に占める当社の加入員数割合（平成25年３

月31日現在）

当社の加入員数割合   0.02％

(3) 補足説明

上記の差引額16,821,492千円の内訳は、平成25

年度不足金10,082,271千円、及び平成25年度剰余

金26,903,764千円であり、本制度における過去勤

務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であ

ります。

４．厚生年金基金の年金資産の額

   当社は複数事業主制度による総合設立型の厚生年金

基金(関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金)に加入して

おります。同年金基金に関する事項は次の通りであり

ます。なお、関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金は平

成17年10月に東京都小型コンピュータソフトウェア産

業厚生年金基金から名称変更しております。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成26年３月31

日現在）

①年金資産 252,293,875千円

②年金財政計算上の数理

債務の額と最低責任準備

金の額との合計額

227,330,857千円

③差引額 24,963,018千円

(2) 制度全体に占める当社の加入員数割合（平成26年３

月31日現在）

当社の加入員数割合   0.03％

(3) 補足説明

上記の差引額24,963,018千円の内訳は、平成26年

度剰余金5,630,204千円、及び平成26年度別途積立

金19,332,813千円であり、本制度における過去勤務

債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり

ます。



(税効果会計関係)

第28期
平成26年３月31日現在

第29期
平成27年３月31日現在

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

電話加入権 510千円

関係会社株式評価損 22,248

  その他 1,461

繰延税金資産小計 24,220

評価性引当額 △22,758

繰延税金資産合計 1,461

   

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

電話加入権 462千円

関係会社株式評価損 20,188

  未払事業税 4,199

  その他未払税金 539

その他 374

繰延税金資産小計 25,763

評価性引当額 △20,651

繰延税金資産合計 5,112

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異原因となっ

た主要な項目別の内訳

  法定実効税率 38.01％

永久差異 0.02％

評価性引当金の増減 △11.45％

その他 △0.02％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.56％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異原因となっ

た主要な項目別の内訳

当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の
法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の
100分の５以下であるため注記を省略しております。

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

該当事項はありません。

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産の金額の修正
平成27年度税制改正法（「所得税法等の一部を改正する

法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」及び関

連する政省令）が平成27年３月31日に公布されたことに
伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限

る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の38.01%
から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１

日から平成28年３月31日までのものは33.10%、平成28

年４月１日以降のものについては32.34%にそれぞれ変
更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額

を控除した金額）が392千円減少し、当事業年度に計上
された法人税等調整額が392千円減少しております。

(セグメント情報)

第28期
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

第29期
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

１．セグメント情報

   当社の事業は、投資運用業及び投資助言業の単一セ

グメントであるため、記載を省略しております。

１．セグメント情報

  同左

２．関連情報

（1）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益

が損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載を

省略しております。

（2）地域ごとの情報

①売上高

２．関連情報

（1）製品及びサービスごとの情報

  同左

（2）地域ごとの情報

①売上高



本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算

書の売上高の 90％を超えるため、地域ごとの売上高の

記載を省略しております。

②有形固定資産

本邦以外に所在している固定資産がないため、該当事

項はありません。

（3）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の

10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

同左

②有形固定資産

同左

（3）主要な顧客ごとの情報

同左

３. 報告セグメントごとの減損損失に関する情報

該当事項はありません。

３．報告セグメントごとの減損損失に関する情報

同左

４. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高

に関する情報

該当事項はありません。

４. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高

に関する情報

同左

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報  

該当事項はありません。

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

    同左   

(関連当事者情報)

第 28期 (自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月31日)

１.関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者との関係
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社
ＳＢＩファンドマ
ネジメントカンパ
ニーエスエー

ルクセンブル
グ大公国：ル
クセンブルグ

118
ファンドの
管理会社

(所有)
直接

100％

管理会社に対する
ファンドに関する
投資助言業務

役員の兼任

投資顧問
料の受取

42,026
未収投
資顧問
料

9,680

(注) １．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．投資顧問料の料率については、市場の実勢料率を勘案して合理的に決定しております。

３．ＳＢＩファンドマネジメントカンパニーエスエーは平成26年３月13日に増資を行っております。

（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社（会社等に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者との関係
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

その他
の関係
会社

ＳＢＩホールディ
ングス株式会社

東京都港区 81,681
グループの
統括・運営

(所有)
間接
49.2％

サービスの提供
役員の兼任

事務所等
の賃借

22,283
長期差
入保証
金

26,765

(注) １．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．事務所等の賃貸については、一般的取引条件と同様に決定しております。

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

モーニングスター株式会社（東京証券取引所 ジャスダック市場）



第 29期 (自 平成 26年４月１日 至 平成 27年３月31日)

１.関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者との関係
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社
ＳＢＩファンドマ
ネジメントカンパ
ニーエスエー

ルクセンブル
グ大公国：ル
クセンブルグ
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ファンドの
管理会社

(所有)
直接

100％

管理会社に対する
ファンドに関する
投資助言業務

役員の兼任

投資顧問
料の受取

27,569
未収投
資顧問
料

6,513

(注) １．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．投資顧問料の料率については、市場の実勢料率を勘案して合理的に決定しております。

（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社（会社等に限る。）等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者との関係
取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

その他
の関係
会社

ＳＢＩホールディ
ングス株式会社

東京都港区 81,681
グループの
統括・運営

(所有)
間接
49.66％

サービスの提供
役員の兼任

事務所等
の賃借

21,048
長期差
入保証
金

20,768

(注) １．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．事務所等の賃借については、一般的取引条件と同様に決定しております。

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

モーニングスター株式会社（東京証券取引所 ジャスダック市場）

(１株当たり情報)

第28期
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

第29期
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

１株当たり純資産額 19,045円35銭 23,196円84銭

１株当たり当期純利益 3,954円55銭 4,151円48銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。



第28期
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

第29期
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

当期純利益(千円) 144,736 151,944

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益      
(千円)

144,736 151,944

期中平均株式数(株) 36,600 36,600

(重要な後発事象)

第 28期(自 平成 25年４月１日 至 平成 26年３月31日)

該当事項はありません。

第 29期(自 平成 26年４月１日 至 平成 27年３月31日)

該当事項はありません。



中間財務諸表

(１)中間貸借対照表

(単位：千円)
第 30 期中間会計期間

(平成 27 年 9 月 30 日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 758,544

前払費用 4,000

未収委託者報酬 280,622

未収運用受託報酬 7,929

未収投資顧問料 1,387

繰延税金資産 4,728

その他 11,520

流動資産合計 1,068,733

固定資産

有形固定資産

器具備品 ※1 3,332

有形固定資産合計 3,332

無形固定資産

電話加入権 67

ソフトウェア 3,228

商標権 1,395

無形固定資産合計 4,691

投資その他の資産

関係会社株式 127,776

長期差入保証金 20,822

投資その他の資産合計 148,598

固定資産合計 156,622

資産合計 1,225,355



(単位：千円)

第 30 期中間会計期間

(平成 27 年 9 月 30 日)

負債の部

流動負債

預り金 1,043

未払金 168,766

未払手数料 145,230

未払法人税等 64,181

未払消費税等 ※2 15,786

リース債務 700

流動負債合計 250,478

固定負債

リース債務 361

固定負債合計 361

負債合計 250,839

純資産の部

株主資本

資本金 400,200

利益剰余金

利益準備金 30,012

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 544,303

その他利益剰余金合計 544,303

利益剰余金合計 574,315

株主資本合計 974,515

純資産合計 974,515

負債純資産合計 1,225,355



(２)中間損益計算書

(単位：千円)

第 30 期中間会計期間

(自 平成 27 年 4 月 1 日

  至 平成 27 年 9 月30日)

営業収益

委託者報酬 850,407

運用受託報酬 21,743

投資顧問料 2,771

営業収益合計 874,921

営業費用 572,525

一般管理費 ※ 114,706

営業利益 187,689

営業外収益 106

営業外費用 100

経常利益 187,695

税引前中間純利益 187,695

法人税、住民税及び事業税 61,799

法人税等調整額 384

法人税等合計 62,184

中間純利益 125,511

注記事項

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式

移動平均法に基づく原価法
２．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。なお主な耐用年数は、器具備品 5－15年であります。
②無形固定資産

定額法によっております。自社利用のソフトウエアについては社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法によっております。
③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

        外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。



４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

      消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

  

(中間貸借対照表関係)

   ※１  有形固定資産の減価償却累計額

第 30 期中間会計期間

（平成27年 9 月30日）

    器具備品                               5,033 千円

  

  ※２  消費税及び地方消費税の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

（中間損益計算書関係）

※  減価償却実施額

第 30 期中間会計期間

(自  平成27年 4 月 1 日

  至  平成27年 9 月30日)

    有形固定資産 527 千円  

    無形固定資産                              550             

   
    

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

本社におけるプリンタ複合機であります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)

参照）。

    



第30期中間会計期間（平成27年9月30日）

中間貸借対照表計上

額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1) 現金及び預金 758,544 758,544 ―

(2) 未収委託者報酬 280,622 280,622 ―

(3) 未収運用受託報酬 7,929 7,929 ―

(4) 未収投資顧問料 1,387 1,387 ―

資産計 1,048,483 1,048,483 ―

未払金 168,766 168,766 ―

負債計 168,766 168,766 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬  (4)未収投資顧問料

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

負債

未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 中間貸借対照表計上額

（千円）

(1) 関係会社株式 127,776

(2) 長期差入保証金 20,822

(1) 関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、時価開示の対象とはしておりません。

(2) 長期差入保証金については、期限の定めが無いため、将来キャッシュ・フローの

算定が困難であることから、時価開示の対象とはしておりません。

（有価証券関係）

    子会社株式（中間貸借対照表計上額  関係会社株式 127,776千円）は、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

（セグメント情報等）

    第 30期中間会計期間（自  平成27年4月1日  至  平成27年9月30日）

   （セグメント情報）

当社の事業は、投資運用業及び投資助言業の単一セグメントであるため、記載を省略して



おります。

（関連情報）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の

90％を超えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるため、

地域ごとの売上高の記載を省略しております。

(2)有形固定資産

本邦以外に所在している固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の 10％以上を占める相手先がないた

め、記載はありません。

（報告セグメントごとの減損損失に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり純資産及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項     目
第 30 期中間会計期間

（平成 27 年 9 月 30 日）

１株当たり純資産額 26,626 円12銭  

（算定上の基礎）

純資産の部の合計額（千円） 974,515  

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ―  

普通株式に係る中間期末の純資産額（千円） 974,515  

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の普通株

式の数（株）
36,600  



１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項     目
第 30 期中間会計期間

（自  平成 27 年 4 月 1 日
    至  平成 27年9月30日）

１株当たり中間純利益金額 3,429 円27銭  

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（千円） 125,511  

普通株主に帰属しない金額（千円） ―  

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 125,511  

普通株式の期中平均株式数（株） 36,600  

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

公開日 平成 27年12月21日

作成基準日 平成 27年11月25日

本店所在地 東京都港区六本木1-6-1

お問い合わせ先 業務管理部






